
 

函館市町会会館建設費等補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第 1 条 この要綱は，本市における町会および自治会等地域住民が組織

する団体（以下「町会」という。）が会館の新築，買収，改築，増築，

増改築または解体（以下総称して「建設等」という。）をする場合に

おける当該会館の建設等に要する経費に係る補助金の交付に関し，函

館市補助金等交付規則（昭和６２年函館市規則第４３号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。  

 （定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号  

 に定めるところによる。 

 (1) 会館 地域住民の自主的な活動に資するために町会が設置する建 

物であって，会議室，炊事場および便所その他市長が必要と認める  

構造設備を備えているものをいう。 

 (2) 会館の新築 新たに会館を建築することまたは既存の会館の全部

を撤去して新たな会館に建て替えることをいう。 

 (3) 会館の買収 会館として使用するために既存の建物を買い取るこ

と（買い取った建物を会館として使用するために併せて改築，増築

または増改築（以下総称して「改築等」という。）をする場合にあ

っては，当該改築等を含む。）をいう。 

 (4) 会館の改築 既存の会館の一部を規模および構造が著しく異なら

ない範囲内で建て替えることまたは既存の会館の機能の維持もしく

は向上を図る改修をいう。 

 (5) 会館の増築 既存の会館に新たな部分を建て増すことをいう。  

 (6) 会館の増改築 既存の会館の増築および改築を併せてすることを

いう。 

(7) 会館の解体 既存の会館の全部を取り壊し，撤去することをいう。  

 （補助の対象となる会館の建設等） 

第３条 補助の対象となる会館の建設等は，次の各号に掲げるとおりと

する。 



 

 (1) 会館の新築または買収をする場合 当該会館の延べ床面積が 100

平方メートル以上であるときまたは１００平方メートル未満で市長 

が特に認めたとき。 

 (2) 会館の改築等をする場合 当該改築等に要する経費が５０万円以

上であるとき。ただし，会館が被災したことに伴い，火災保険など

の保険金収入がある場合は，当該経費から建設等に係る保険金収入

額を控除する。 

 (3) 会館の解体をする場合 町会合併や複数町会での共同運営により

不要となった会館の解体をするとき。  

２ 国，北海道，市または法人の制度による他の補助，助成等を受ける

事業については，補助の対象としない。 

 （補助金の額） 

第４条 補助金の額は，会館の建設等に要する経費（消費税及び地方消

費税の額を含む。以下「建設費等」という。）の２分の１の額（その

額が１，０００万円を超えるときは，１，０００万円を限度とする。）

とする。 

２ 会館が被災したことに伴い，火災保険などの保険金収入がある場合

は，建設費等から建設等に係る保険金収入額を控除する。  

３ 第１項の規定にかかわらず，別表に掲げる設備等を備えた高齢者等

に配慮した会館であって，建設費等が２，０００万円を超えるときは，

次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める額とする。 

 (1) 別表に掲げる設備等の整備に要する経費（消費税及び地方消費税

の額を含む。以下この項において「特別設備費」という。）が 200

万円以内の場合 建設費等から特別設備費を控除した額の２分の１

の額（その額が１，０００万円を超えるときは，１，０００万円を

限度とする。）に特別設備費の２分の１の額を加えた額とする。 

 (2) 特別設備費が２００万円を超える場合 建設費等から２００万円

を控除した額の２分の１の額（その額が１，０００万円を超えると

は，１,０００万円を限度とする。）に１００万円を加えた額とす 

る。 



 

４ 会館の解体後に会館の新築をする場合の補助金額の上限は，この要

綱に基づく会館の解体で交付された補助金額を，会館の新築をする場

合の補助金額の上限から減じた額とする。ただし，会館の解体により，

この要綱に基づく補助金の交付を受けた町会が当該補助金の交付を受

けた年度の翌年度の４月１日（以下「起算日」という。）から起算して

５年を経過した場合は，この限りではない。  

 （建設等工事計画書の提出） 

第５条 第３条に規定する補助の対象となる会館の建設等をしようとす

る町会（以下「補助事業者」という。）は，当該会館の建設等をしよ

うとする年度の前年度の市長の指定する期日までに，次の各号に掲げ

る書類および図面を市長に提出しなければならない。この場合におい

て，災害等により会館の一部が損壊する等急施を要する場合は，これ

らの書類および図面の提出を省略することができるものとする。 

 (1) 町会会館建設等工事計画書（別記第１号様式） 

 (2) 資金計画書（別記第２号様式） 

 (3) 建設費等の見積書（会館の買収をしようとする場合にあっては，

買収価格が明らかになる書類（併せて改築等をしようとする場合に

あっては，建設費等の見積書を含む。）。次条第２項において同じ。） 

 (4) 建設等をしようとする会館の設計図等工事内容が明らかになる図面 

 (5) 会館の建設等をしようとする土地の所有権または使用する権原を

有していることを証する書類（会館の新築，買収または増築をしよ

うとする場合に限る。） 

 (6) 会館の建設等について町会の総会において承認されていることを

証する書類（会館の改築等をしようとする場合は除く。）  

(7) その他市長が必要と認める書類 

 （補助金等交付申請書の提出期限等） 

第６条 補助事業者は，規則第７条第１項の補助金等交付申請書（次項

において「申請書」という。）を会館の建設等に着手しようとする日の 

１４日前までに市長に提出しなければならない。  

２ 前項の申請書には，規則第７条第２項各号に掲げる書類および図面



 

ならびに建設費等の見積書，会館の建設等（解体を除く。）をしようと

する土地の所有権または使用する権原を有していることを証する書類

および会館の建設等について町会の総会において承認されていること

を証する書類を添付しなければならない。この場合において，規則第

７条第２項第３号に掲げる実施設計書および図面は，建設等をしよう

とする会館の設計図等工事内容が明らかになる図面に代えることがで

きるものとする。また，保険金収入が発生する場合は，保険金の内容

が明らかになる書類を添付しなければならない。  

 （補助金の交付） 

第７条 補助金の交付については，規則第１３条第１項ただし書の規定

による概算払とすることができる。この場合において，規則第１０条

の補助金等交付決定通知書で指示する交付予定時期は，工事完了後と

する。 

 （補助事業等実績報告書の提出期限等） 

第８条 補助事業者は，規則第１７条第１項の補助事業等実績報告書（ 

次項において「報告書」という。）を補助事業が完了した日から３０

日以内に市長に提出しなければならない。 

２ 前項の報告書には，規則第１７条第２項各号に掲げる書類および図

面ならびに建築検査済証の写し（建築基準法に基づく建築確認申請が

必要な場合に限る。），売買契約書の写し（会館の買収をする場合に

限る。）および建設等をした会館の設計図等工事内容が明らかになる

図面を添付しなければならない。 

３ 前項の書類のうち規則第１７条第２項第３号に掲げる書類は，領収

書または支払を証明する書類の写しとする。  

４ 第２項の書類のうち規則第１７条第２項第４号に掲げる書類は，そ

の添付を省略することができる。 

（登記事項証明書の提出） 

第９条 補助事業者は，会館の新築，買収または増築をした場合は，当

該会館の所有権に関する登記の手続き完了後速やかに登記事項証明書

を市長に提出しなければならない。 



 

（再度の補助金の交付申請の制限） 

第１０条 会館の建設等（解体を除く。以下この条において同じ。）をし

た際にこの要綱に基づく補助金の交付を受けた町会は，起算日から起

算して５年を経過していない場合は，この要綱に基づく補助金の交付

を再度申請することができないものとする。ただし，起算日から起算

して５年を経過していない場合であっても，次の各号のいずれかに該

当するときは，この限りでない。 

(1) 災害等により建設等をした会館の全部が損壊し，当該会館の新築

もしくは新たな会館の買収が必要になったときまたは災害等により

当該会館の一部が損壊し，当該損壊箇所の改築が必要になったとき。  

 (2) 改築等をした箇所と異なる箇所が損壊し，当該損壊箇所の改築が

必要になったとき。 

 (3) 会館の新築，買収または増築をしたときに比べて会員数がおおむ

ね３分の１以上増加し，当該会館の増築が必要になったとき。 

 (4) 会館の解体を行うとき。 

 (5) その他市長が特別の理由があると認めるとき。  

 （補則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定め

る。 

 

附 則 

１ この要綱は，昭和６３年６月１日から施行し，昭和６３年４月１日  

 から適用する。 

２ 函館市町会会館設置補助金交付要綱（昭和４７年４月１日制定。） 

は廃止する。 

   附 則 

 この要綱は，平成３年４月１日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は，平成５年４月１日から施行する。  

   附 則 



 

 この要綱は，平成７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成８年１０月９日から施行し，平成８年９月２７日か

ら適用する。 

   附 則 

 この要綱は，公布の日から施行し，改正後の函館市町会会館建設費補

助金交付要綱の規定は，平成１０年４月１日以後の申請に係る函館市町

会会館建設費補助金について適用する。 

   附 則 

 この要綱は，平成１５年１０月１日から施行し，改正後の函館市町会

会館建設費補助金交付要綱の規定は，平成１６年４月１日以後の申請に

係る函館市町会会館建設費補助金について適用する。  

   附 則 

 この要綱は，平成２０年２月１日から施行し，改正後の函館市町会会

館建設費補助金交付要綱の規定は，平成２０年４月１日以後の申請に係

る函館市町会会館建設費補助金について適用する。  

   附 則 

１ この要綱は，平成２２年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行前に改正前の函館市町会会館建設費補助金交付要綱

に基づく補助金の交付を受けた町会は，改正後の函館市町会会館建設

費補助金交付要綱第９条ただし書の適用を受ける。  

   附 則 

 この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，令和４年４月１日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は，令和５年４月１日から施行する。  

附 則 



 

１ この要綱は，令和５年７月１４日から施行する。 

２ 令和５年度に会館の解体を実施しようとする場合における第５条の

規定の適用については，同条中「前年度の市長の指定する期日」とあ

るのは「市長の指定する期日」と読み替えるものとする。  

   附 則 

 この要綱は，令和７年４月１日から施行する。  



 

別表（第４条関係） 

設備等  規格等  

自動ドア  

 

開口部の内法が８０センチメートル  

以上  

障がい者用便所  

 

 

 

 

広さ２００センチメートル四方程度  

出入口の内法が８０センチメートル  

以上  

車いす使用者のための腰掛け便座お  

よび手すりを設置  

手すり   

玄関スロープ  

 

 

内法が９０センチメートル以上  

こう配が１２分の１程度  

手すりを設置  

段差を解消した床  

 

車いす使用者の通過に支障のない床  

改築等に適用  

エレベーター  

 

 

 

 

 

かごの床面積が１．８３平方メート  

ル以上  

出入口の内法が８０センチメートル  

以上  

奥行きの内法が１３５センチメート  

ル以上  

その他市長が認める設備  市長が別に定める。  

 

 

 

 

 


